
２７   航空連合 2008-2009 産業政策提言 

[1] 観光振興 

観光立国の実現に向けた推進体制の確立が急務 

観光産業の推進体制 

観光庁が開設（2008 年

10 月）され、本格的に観

光立国の実現に取組む体制

が整います。今後は、総合

的かつ計画的に推進する役

割と責任、および実績が求

められます。 

一方、観光に関する法整備面においては、

観光立国推進基本法に基づき、観光圏整備

法が施行（2008 年 7 月）されました。

これにより、国際競争力の高い観光地づく

りや、交流人口の拡大が図られることにな

ります。観光客の誘客という以外に、地域

活性化を図る重要な契機と位置付けて取

組んでいく必要があります。 

観光産業の現状 

2007 年の訪日外国人旅行者数は、

834.7 万人（前年比 13.8％増）と好調

で過去最高となりました。因みに、世界

観光機関（ＵＮＷＴＯ）が発表した 2006

年の外国人旅行者受入れ数の国際ランキ

ングでは、日本は上位 40 位中 30 位に

とどまっており、観光立国には程遠い状

況です。 

2007 年の日本人出国者は 1,729 万

人（対前年比 1.4％減）と減少しており、

なかでも 40 歳未満の海外旅行離れが進

んでいます。要因の一つには、円安・原

油高などがあげられます。 

2006 年度の日本の国際旅行収支（旅客

輸送を含まない）の国際比較では、国際

旅行収入は世界 23 位で、国際旅行支出

は世界 5 位となっています。国際旅行収

支は、△１８,４３１百万米ドルで赤字と

なっており改善が求められます。 

2007 年度の国民一人当りの国内宿泊

数は 2.47 泊（対前年比 9.2％減）と推

計されており、前年度より 0.25 泊短く

なっています。また、一人あたりの年間

回数も減少しており、前年度より 0.14

回少ない 1.54 回となっています。 

2006 年度の日本国内の総旅行消費額

は前年度より減少し、23兆54百億円（対

前年比 1.4％減）と推計されています。 

この内、訪日外国人の日本国内での旅行

消費額は 1 兆 36 百億円（同 20.2％増）

で、訪日外国人の増加に伴い前年度より

大幅に増加しています。 

観光産業がもたらす 2006 年度の経済

効果は、直接の付加価値誘発効果が 11

兆 88 百億円、雇用誘発効果が 215 万人

と推計されています。さらに、間接的な

効果を含めた生産波及効果は 52 兆 89

百億円（国内生産額の 5.6％）、付加価

値誘発効果は 28 兆 33 百億円（国内総

生産<名目 GDP>の 5.5％）、雇用誘発効

果は 442 万人（全就業者数の 6.9％）と

推計されています。 

観光産業の意義 

観光産業は、旅行業や宿泊業・航空を 

含む運輸関連産業だけではなく、飲食業 

や観光土産品業など多くの業種からなる 

裾野の広い産業で、経済波及効果は大き 

 

（出典：観光白書 平成 20 年版）

く、雇用創出効果も絶大です。観光立国

の実現は国や地域経済の発展にとって重

要な課題であり、国力向上という視点を

もって取組む必要があります。また、観

光産業は少子高齢化社会における経済基

盤を考える上でも重要な要素です。

国民の旅行促進 

国内観光旅行は、全般的に低迷してい

ます。一因として、年次有給休暇の取得

日数の減少があげられます。また、有期

雇用社員が全労働人口の約３割を占める

社会背景も影響していると考えられます。 

こういった点から観光需要を増加する取

組みは、「休暇の問題」と「労働の問題」

の二つの視点を持つことが重要です。 

国内観光旅行の需要喚起のためには、

産業観光をはじめとする体験型ツーリズ

ムなどのニューツーリズム創出が必要で

す。また、団塊世代の大量退職で潜在的

な旅行需要も大いに期待されています。 

一方、海外旅行の需要喚起では、日本

旅行業協会（ＪＡＴＡ）が2008年４月

から「ビジット・ワールド・キャンペー

ン（ＶＷＣ）」を展開し、日本人の海外

旅行の促進（出国者数目標2,000万人）

に努めています。海外旅行離れが進んで

いることや、少子化の時代であることを

考えると、旅行需要の喚起に如何に取組

んでいくのかが問われます。
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提

言 

観光産業の推進体制 

我が国が観光立国を実現

するには、観光庁（2008

年 10 月発足）の役割が極め

て大きなカギを握っていま

す。 

観光庁は、縦割り行政の弊害

を乗り越え、省庁横断的な調整力を発揮

できる体制を早急に構築すべきと考えま

す。そして、観光政策には国・地方・企

業が三位一体となって取組む必要がある

ことから、観光庁には強力なリーダー

シップの発揮が求められます。 

観光庁の発足後は、観光立国の実現に

向け、我が国の将来像を見据えた中長期

的目標と目標達成のための推進戦略を早

急に策定すべきと考えます。そのなかで

観光庁は、観光政策の柱を①ＶＪＣ（訪

日外国人旅行者の増加の取組み）、②Ｖ

ＷＣ（国民の海外旅行の増加の取組み）、

③国民の国内旅行、に据え取組んでいく

ことが重要と考えます。 

訪日外国人旅行の充実・強化 

訪日外国人旅行者の誘客・宣伝活動は、

ウェブサイトに大きく依存しています。

更なる訪日外国人旅行者の増加を図るた

めには、コンテンツの充実や対応言語の

多様化が求められます。 

一方で、海外有力メディアへ意欲的な

取材招請を行い、ＴＶ・雑誌・ガイドブッ

ク等を通した訪日観光旅行の動機付けの

充実・強化などに取組んでいくことも重

要です。 

 

訪日外国人旅行者の裾野を拡大する取

組みでは、これまで十分に力を入れてこ

なかった訪日教育旅行の需要掘り起こし

の強化を図っていく必要があります。併

せて、受入体制の整備を進めていくこと

も重要な課題です。 

 

訪日外国人旅行者の行動エリア（2004

年～2006 年までの間）は、関東を中心に

関西・中部に集中しており、リピーター率

は 47.5％です。更にリピーターの増加を

図っていくには、観光圏整備法に基づく取

組みなどを通し、更に魅力ある観光地の形

成に努め、観光メニューの充実・強化を

図っていくことが大切です。 

訪日外国人の国別シェア(2007 年)を

見てみると、韓国（31.2％）、台湾

（16.6％）、中国（11.3％）となってお

り、3 カ国で全体の 59.1％を構成してい

ます。したがって今後は、外国語の案内

掲示板等への表記増設や、観光ガイド・

ボランティア通訳などの人材養成では、

訪日旅行の高成長が見込まれるこれらの

国々を対象として重点的に行うことが重

要です。 

また、訪日外国人旅行者の受入観光施

設の人材養成では、外国語教育をはじめ

として文化教育や宗教上のタブー教育は、

国や地方自治体による主体的な実施が求

められます。 

 

国内空港の受入体制の整備では、訪日

外国人旅行者の出入国手続きに関し、簡

素化と迅速化を図ることが重要です。今

後予定されている成田国際空港以外への

自動化ゲートの展開（東京国際空港、中

部国際空港、関西国際空港）にあたって

は、個人情報の管理体制に万全を期しつ

つ計画的に進めていく必要があります。 

また、地方空港へのチャーター便の乗

り入れに関しては、迅速且つ柔軟に対応

できる体制を整備する必要があります。

具体的には、①ＣＩＱ人員体制の充実、

②チャーター便に伴う機材フェリー時の

着陸料軽減の実現などです。 

羽田空港の発着枠の拡大(2010 年)に

あたっては、地方都市へのアクセス向上

を図るなど、訪日外国人旅行者の地方へ

の誘客につなげる重要な契機とすべきで

す。これは、地方に住む国民の海外旅行

の促進（ＶＷＣ推進）の観点からも大切

な施策です。 

観光資源の活用と環境保全 

閉塞感のある国内旅行を打開するには、

新たな観光分野の開拓で観光メニューの

多様化を図り、普及に努めていくことが

重要です。 

昨今、産業観光は新たな需要の創出と

地域活性の両面から本格的な取組みが求

められています。国や地方自治体、地域

社会や受入企業、そして旅行会社等は、

連携した取組みを図っていく必要があり

ます。観光庁は、これを下支えし、ニュー

ツーリズム育成に尽力していくことが何

よりも重要と考えます。 

 

観光産業は、風景や街並みを見て楽し

むなど、環境資源に大きく依存していま

す。観光資源の適切な保護・管理は、持

続的な誘客に寄与することから、風景や

街並みの持つ経済価値や波及効果などを

総合的に勘案した環境保全対策（ガイド

ライン化）を強化することが重要と考え

ます。 

国民の旅行促進 

国民の観光旅行の増加のためには、労

働者の休暇取得の促進を図ることが極め

て重要です。休暇取得のための環境整備

にあたっては、ワーク･ライフ・バランス

（仕事と生活の調和）の推進を図ってい

く必要があります。 

 

国民の海外旅行者の増加に向けた新た

な取組みとして、ＪＡＴＡはＶＷＣに取

組んでいます。観光庁は、ＶＷＣの課題

や達成状況などをきちんと把握し、積極

的に支援していくことが重要と考えます。 

ＶＷＣの推進にあたっては、一方では国

民の海外修学旅行や教育旅行の規制緩和

に向けた検討を進めていくことも必要で

す。 

 

航空連合は「空の日」の祝日化（9月

20日）を提唱しており、敬老の日と秋分

の日とあわせて連休取得の推進に取組ん

でいます。 




